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(57)【要約】
【課題】動作体へ相対的に接近する被検知物が、動作体
にとって動作の障害となる障害物であるか否かを判定す
ることが可能な、障害物判定装置を提供する。
【解決手段】予め設定した動作を行う動作体に取り付け
られた近接覚センサ２が検出した相対位置と共に、相対
位置の検出と同時に動作体状態検出部４が検出した動作
体状態を、動作体が動作する領域内に障害物が存在して
いない状態で記憶し、記憶している相対位置及び動作体
状態と、記憶した後に同時に検出した動作体状態及び相
対位置とを、記憶した後に検出した相対位置のうち記憶
している動作体状態と同じ動作体状態と同時に検出した
相対位置と、記憶している動作体状態と共に記憶した相
対位置に応じて比較し、比較した結果に応じて、被検知
物が障害物となると判定する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　予め設定した動作を行う動作体に取り付けられた近接覚センサが検出した被検知物と前
記近接覚センサとの相対位置と共に、前記近接覚センサによる前記相対位置の検出と同時
に動作体状態検出部が検出した前記動作体の状態である動作体状態を、前記動作体が動作
する領域内に動作体の動作に対する障害物が存在していない状態で記憶する情報記憶部と
、
　前記情報記憶部が記憶している前記相対位置及び前記動作体状態と、前記情報記憶部が
前記相対位置及び前記動作体状態を記憶した後に前記近接覚センサ及び前記動作体状態検
出部が同時に検出した動作体状態及び相対位置と、を比較する比較部と、
　前記比較部による比較結果に応じて前記被検知物が前記障害物となるか否かを判定する
障害判定部と、を備え、
　前記比較部は、前記記憶した後に検出した相対位置のうち前記記憶している前記動作体
状態と同じ動作体状態と同時に検出した相対位置と、前記記憶している前記動作体状態と
共に記憶した前記相対位置と、を比較することを特徴とする障害物判定装置。
【請求項２】
　前記障害判定部は、前記比較部が比較した二つの相対位置の差が、予め設定した閾値で
ある判定閾値以上である場合、前記被検知物が前記障害物となると判定することを特徴と
する請求項１に記載した障害物判定装置。
【請求項３】
　前記動作体は、固定された位置で姿勢を変化可能なマニピュレータであり、
　前記動作体状態は、前記動作体の姿勢であることを特徴とする請求項１または請求項２
に記載した障害物判定装置。
【請求項４】
　前記予め設定した動作は、前記マニピュレータが姿勢を変化させて行う１サイクルの動
作であり、
　前記情報記憶部は、前記１サイクルの動作において、前記相対位置と共に前記動作体状
態を記憶することを特徴とする請求項３に記載した障害物判定装置。
【請求項５】
　前記動作体は、位置及び姿勢を変化可能な移動体であり、
　前記動作体状態は、前記動作体の位置及び姿勢であることを特徴とする請求項１または
請求項２に記載した障害物判定装置。
【請求項６】
　前記予め設定した動作は、前記移動体が位置及び姿勢を変化させて行う１サイクルの移
動であり、
　前記情報記憶部は、前記１サイクルの移動において、前記相対位置と共に前記動作体状
態を記憶することを特徴とする請求項５に記載した障害物判定装置。
【請求項７】
　前記近接覚センサを備える基板と同じ基板に配置され、前記被検知物が前記障害物とな
るか否かの判定結果を、前記同じ基板から前記動作体の動作を制御するコントローラへ出
力することを特徴とする請求項１から請求項６のうちいずれか１項に記載した障害物判定
装置。
【請求項８】
　前記動作体には、複数の前記近接覚センサが取り付けられ、
　前記近接覚センサをそれぞれ備える複数の基板とは別個の一つの基板に配置され、前記
被検知物が前記障害物となるか否かの判定結果を、前記別個の一つの基板から前記動作体
の動作を制御するコントローラへ出力することを特徴とする請求項１から請求項６のうち
いずれか１項に記載した障害物判定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、相対的に接近してくる被検知物を検知する近接覚センサを備えた障害物判定
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　予め設定した動作を行う動作体（産業用ロボットや無人車両等）へ相対的に接近する物
体（以降の説明では、「被検知物」と記載する場合がある）を検知し、動作体と被検知物
との衝突を回避する技術としては、例えば、特許文献１に記載されている技術がある。
　特許文献１に記載されている技術は、動作体と被検知物が近接しているか否かの判定結
果と、動作体と被検知物が衝突したか否かの判定結果と、に基づいて、動作体を制動させ
るか否かを判定する技術である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－１１４８３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載されている技術では、被検知物が、動作体にとって動
作の障害となる物体や生物であるか否かを判定することは、不可能であるという問題点が
あった。
　本発明は、上記のような問題点に着目してなされたもので、動作体へ相対的に接近する
被検知物が、動作体にとって動作の障害となる物体や生物であるか否かを判定することが
可能な、障害物判定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するために、本発明の一態様は、情報記憶部と、比較部と、障害判定部
と、を備える障害物判定装置である。
　情報記憶部は、前記近接覚センサによる前記相対位置の検出と同時に動作体状態検出部
が検出した前記動作体の状態である動作体状態を記憶する。動作体状態は、予め設定した
動作を行う動作体に取り付けられた近接覚センサが検出した被検知物と前記近接覚センサ
との相対位置と共に記憶する。また、情報記憶部は、前記動作体が動作する領域内に動作
体の動作に対する障害物が存在していない状態で、相対位置と共に動作体状態を記憶する
。
【０００６】
　比較部は、前記情報記憶部が記憶している前記相対位置及び前記動作体状態と、前記情
報記憶部が前記相対位置及び前記動作体状態を記憶した後に前記近接覚センサ及び前記動
作体状態検出部が同時に検出した動作体状態及び相対位置と、を比較する。
　障害判定部は、前記比較部による比較結果に応じて前記被検知物が前記障害物となるか
否かを判定する。
　また、比較部は、前記記憶した後に検出した相対位置のうち前記記憶している前記動作
体状態と同じ動作体状態と同時に検出した相対位置と、前記記憶している前記動作体状態
と共に記憶した前記相対位置と、を比較する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の一態様によれば、動作体の同じ動作体状態に対し、動作体が動作する領域内に
障害物が存在していない状態で記憶した相対位置と、障害物が存在しているか否かに関わ
らずに検出した相対位置とを比較し、被検知物が障害物となるか否かを判定する。
　これにより、動作体へ相対的に接近する被検知物が、動作体にとって動作の障害となる
物体や生物、すなわち、障害物であるか否かを判定することが可能となる。
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【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の第一実施形態の障害物判定装置の構成を表すブロック図である。
【図２】近接覚センサの構成を表す図である。
【図３】ロボットの構成を表す図である。
【図４】相対位置を示す光強度を、各光センサが出力した参照出力として、作動状態を分
割した符号毎に適合させたテーブルを表す図である。
【図５】動作体が動作する領域内に動作体の動作に対する障害物が存在していない状態に
おける、ロボットの動作を表す図である。
【図６】動作体が動作する領域内に動作体の動作に対する障害物が存在していない状態に
おける、各光センサが備える受光素子の位置と、受光素子が受光した赤外線の光強度との
関係を表す図である。
【図７】動作体が動作する領域内に動作体の動作に対する障害物が存在している状態にお
ける、ロボットの動作を表す図である。
【図８】動作体が動作する領域内に動作体の動作に対する障害物が存在している状態にお
ける、各光センサが備える受光素子の位置と、受光素子が受光した赤外線の光強度との関
係を表す図である。
【図９】本発明の第一実施形態の変形例を表す図であり、近接覚センサの構成を表す図で
ある。
【図１０】本発明の第二実施形態の障害物判定装置を適用する動作体を表す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下の詳細な説明では、本発明の実施形態について、完全な理解を提供するように、特
定の細部について記載する。しかしながら、かかる特定の細部が無くとも、一つ以上の実
施形態が実施可能であることは明確である。また、図面を簡潔なものとするために、周知
の構造及び装置を、略図で表す場合がある。
（第一実施形態）
　以下、本発明の第一実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
　第一実施形態では、予め設定した動作を行う動作体を、位置（設置されている位置）が
固定されており、姿勢を変化可能なマニピュレータとする。
　マニピュレータは、例えば、ロボット（産業用ロボット等）が備える。
　また、第一実施形態では、動作体が行う、予め設定した動作は、マニピュレータが姿勢
を変化させて行う１サイクルの動作である。
【００１０】
（構成）
　図１から図６を用いて、第一実施形態の構成を説明する。
（障害物判定装置１の構成）
　図１中に表すように、障害物判定装置１は、近接覚センサ２と動作体状態検出部４から
、情報信号の入力を受ける。
【００１１】
　近接覚センサ２は、動作体（マニピュレータ）に取り付けられている。
　また、近接覚センサ２は、近接覚センサ２と被検知物との相対位置を検出する。相対位
置を検出した近接覚センサ２は、検出した相対位置を含む情報信号（以降の説明では、「
相対位置信号」と記載する場合がある）を、障害物判定装置１が備える情報記憶部１０と
比較部１２へ出力する。情報記憶部１０と比較部１２の構成については、後述する。
　被検知物には、動作体にとって動作の障害となる物体や生物（以降の説明では、「障害
物」と記載する場合がある）と、動作体にとって動作の障害とならない物体や生物（以降
の説明では、「非障害物」と記載する場合がある）が含まれる。
　障害物とは、例えば、動作体の部品や動作体が処理する材料等とは、異なる物体である
。これに加え、障害物とは、例えば、動作体が行う通常の処理とは無関係の人員である。
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【００１２】
　非障害物とは、例えば、動作体の部品や、動作体が処理する材料である。これに加え、
非障害物とは、例えば、動作体が行う通常の処理と関係する人員（作業員等）である。
　なお、近接覚センサ２の具体的な構成については、後述する。
　動作体状態検出部４は、動作体に取り付けられている。
　動作体状態検出部４は、自己位置検出部１６と、姿勢検出部１８を備える。
【００１３】
　自己位置検出部１６は、例えば、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓ
ｙｓｔｅｍ）等、動作体に対し、現在の位置（座標等）を検出可能な構成を用いて形成す
る。
　また、自己位置検出部１６は、検出した現在の位置を含む情報信号（以降の説明では、
「現在地信号」と記載する場合がある）を、情報記憶部１０と、比較部１２へ出力する。
【００１４】
　姿勢検出部１８は、例えば、ロータリエンコーダ等、回転角度を検出可能な構成を用い
て形成し、動作体の姿勢（傾き等）を検出する。
　第一実施形態では、姿勢検出部１８を、マニピュレータを形成する二つのアーム（図３
中に表す、第一アーム部８２と第二アーム部８４）を連結する間接部分に設けたロータリ
エンコーダで形成した場合を説明する。なお、第一アーム部８２と第二アーム部８４の構
成については、後述する。
【００１５】
　ロータリエンコーダを用いて動作体の姿勢を検出する際には、二つのアームを連結する
間接部分に設けたロータリエンコーダにより、各アームの角度を検出することで、各アー
ムの姿勢を検出する。
　なお、姿勢検出部１８は、ヨーレートセンサ等、動作体の姿勢（傾き等）を検出可能な
構成を用いて形成してもよい。
【００１６】
　また、姿勢検出部１８は、検出した姿勢を含む情報信号（以降の説明では、「姿勢信号
」と記載する場合がある）を、情報記憶部１０と、比較部１２へ出力する。
　したがって、動作体状態検出部４は、動作体の状態である動作体状態として、マニピュ
レータの現在の位置と、マニピュレータの姿勢を検出する。
　なお、第一実施形態では、動作体を、位置が固定されているマニピュレータとしている
ため、動作体状態検出部４の構成を、自己位置検出部１６を備えていない構成としてもよ
い。また、近接覚センサ２により、マニピュレータの姿勢を検出することが可能であれば
、近接覚センサ２によって動作体状態検出部４の機能を代替する構成としてもよい。
【００１７】
　また、第一実施形態では、動作体を、位置が固定されているマニピュレータとしている
ため、動作体状態検出部４が検出する動作体状態は、マニピュレータの姿勢のみとする。
　また、障害物判定装置１は、情報記憶部１０と、比較部１２と、障害判定部１４と、を
備える。
　情報記憶部１０は、例えば、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）等
、データの記憶や消去が可能な構成を用いて形成する。
【００１８】
　また、情報記憶部１０は、同時に入力を受けた相対位置信号、現在地信号及び姿勢信号
がそれぞれ含む情報を、関連付けて記憶する。
　すなわち、情報記憶部１０は、同時に検出した、近接覚センサ２と被検知物との相対位
置と、動作体の現在の位置と、動作体の姿勢とで形成したグループを、一つのグループと
して記憶する。
【００１９】
　また、情報記憶部１０は、近接覚センサ２が検出した相対位置と共に、近接覚センサ２
による相対位置の検出と同時に動作体状態検出部４が検出した動作体状態を記憶する。
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　また、情報記憶部１０には、ロボット８が通常の処理で行う１サイクル（１タスク）の
動作における位置と姿勢との関係（以降の説明では、「１サイクル状態関係」と記載する
場合がある）を、予め記憶させておく。
【００２０】
　また、情報記憶部１０に１サイクル状態関係を記憶させておく処理は、動作体が動作す
る領域内に動作体の動作に対する障害物が存在していない状態で行う。
　すなわち、情報記憶部１０は、動作体が動作する領域内に障害物が存在していない状態
で、１サイクルの動作において、近接覚センサ２と被検知物との相対位置と共に、動作体
状態（マニピュレータの現在の位置と、マニピュレータの姿勢）を記憶する。
【００２１】
　なお、情報記憶部１０に１サイクル状態関係を記憶させておく処理については、後述す
る。
　また、ロボット８が通常の処理で行う１サイクル（１タスク）の動作とは、マニピュレ
ータが姿勢を変化させて行う１サイクルの動作、すなわち、第一実施形態における、予め
設定した動作と同義である。
【００２２】
　比較部１２は、例えば、コンパレーター回路（ｃｏｍｐａｒａｔｏｒ　ｃｉｒｃｕｉｔ
）を備えた、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等の処理装置
を用いて形成する。
　また、比較部１２は、同時に入力を受けた相対位置信号、現在地信号及び姿勢信号と、
情報記憶部１０が記憶しているグループとに応じて、同じ動作体状態を基準として、リア
ルタイムで検出した相対位置と、予め記憶している相対位置とを比較する。そして、二つ
の相対位置の乖離度合いを含む情報信号（以降の説明では、「乖離度信号」と記載する場
合がある）を、障害判定部１４へ出力する。
【００２３】
　具体的には、同時に入力を受けた現在地信号及び姿勢信号が含む動作体状態と同じ動作
体状態を、情報記憶部１０が記憶している一つのグループを形成する動作体状態から抽出
する。そして、抽出した動作体状態とともに一つのグループを形成する相対位置と、同時
に入力を受けた相対位置信号が含む相対位置とを比較する。
　さらに、抽出した動作体状態とともに一つのグループを形成する相対位置と、同時に入
力を受けた相対位置信号が含む相対位置との偏差量（例えば、距離［ｍｍ］）を、二つの
相対位置の乖離度合いとして演算する。
【００２４】
　すなわち、比較部１２は、同じ動作体状態に対し、同時に検出した相対位置と、情報記
憶部１０が記憶している同時に検出された相対位置と、を比較する。
　したがって、比較部１２は、情報記憶部１０が記憶している相対位置及び動作体状態と
、情報記憶部１０が相対位置及び動作体状態を記憶した後に近接覚センサ２及び動作体状
態検出部４が同時に検出した動作体状態及び相対位置と、を比較する。
【００２５】
　以上により、比較部１２は、情報記憶部１０が相対位置及び動作体状態を記憶した後に
検出した相対位置のうち、二つの相対位置を比較する。二つの相対位置のうち一方は、情
報記憶部１０が記憶している動作体状態と同じ動作体状態と同時に検出した相対位置であ
る。また、二つの相対位置のうち他方は、情報記憶部１０が記憶している動作体状態と共
に記憶した相対位置である。
【００２６】
　障害判定部１４は、比較部１２と同様、例えば、ＣＰＵ等の処理装置を用いて形成する
。
　また、障害判定部１４は、比較部１２による比較結果に応じて、被検知物が動作体の移
動に対する障害物となるか否かを判定する。そして、被検知物が動作体の動作に対する障
害物となるか否かを判定した結果（判定結果）を含む情報信号（以降の説明では、「判定
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結果信号」と記載する場合がある）を、コントローラ６へ出力する。
【００２７】
　具体的には、比較部１２が比較した二つの相対位置の差が、予め設定した閾値である判
定閾値（例えば、２０［ｍｍ］）以上である場合、被検知物がロボット８の動作に対する
障害物となると判定する。
　すなわち、例えば、比較部１２が比較した二つの相対位置と被検知物とのそれぞれの距
離の差が２０［ｍｍ］未満である場合は、被検知物がロボット８の動作に対する障害物と
はならないと判定する。これに加え、被検知物が存在することにより、比較部１２が比較
した二つの相対位置と被検知物とのそれぞれの距離の差が２０［ｍｍ］以上となっている
場合は、被検知物が大きいため、被検知物がロボット８の動作に対する障害物となると判
定する。
【００２８】
　なお、判定閾値は、例えば、ロボット８を作動させる速度や、ロボット８を構成する部
材の大きさや、ロボット８の周囲環境（周辺に配置された部材等とロボット８との位置関
係）等に応じて、適宜設定する。
　したがって、障害判定部１４は、比較部１２が比較した二つの相対位置の差が、予め設
定した閾値である判定閾値以上である場合、被検知物が動作体の動作に対する障害物とな
ると判定する。
【００２９】
　コントローラ６は、ロボット８を制御する装置である。
　また、コントローラ６は、障害判定部１４から入力を受けた判定結果信号が、被検知物
がロボット８の動作に対する障害物とはならないと判定した結果を含む場合、ロボット８
の動作を継続させる制御を行う。
　一方、コントローラ６は、障害判定部１４から入力を受けた判定結果信号が、被検知物
がロボット８の動作に対する障害物となると判定した結果を含む場合、ロボット８の動作
を停止させる制御を行う。
【００３０】
　また、コントローラ６は、１サイクル中におけるロボット８の作動状態を含む情報信号
（以降の説明では、「作動状態信号」と記載する場合がある）を、障害物判定装置１へ出
力する。
　１サイクル中におけるロボット８の作動状態とは、例えば、ロボット８が通常の処理で
行う１サイクルの動作における位置及び姿勢を、時間や制御プログラムで分割し、さらに
、分割した位置及び姿勢に対して付与した符号を示す。
　第一実施形態では、１サイクル中におけるロボット８の作動状態を、「０」から始まる
符号とした場合について説明する。
　なお、説明のために、図１中では図示を省略するが、第一実施形態では、コントローラ
６に、複数の障害物判定装置１が接続されている。
【００３１】
（近接覚センサ２の具体的な構成）
　図１を参照しつつ、図２を用いて、近接覚センサ２の具体的な構成を説明する。
　図２中に表すように、近接覚センサ２は、第一基板２０に実装された複数の光センサ２
２を備える。なお、図２中では、複数の光センサ２２を、第一基板２０の一つの端部側を
起点として、光センサ２２Ａ、光センサ２２Ｂ～光センサ２２Ｍ、光センサ２２Ｎと表す
。
　第一基板２０は、板状（長方形の板状）の部材である。
【００３２】
　複数の光センサ２２は、図２中に表すように、第一基板２０の一つの面に、並列に配置
されている。
　各光センサ２２は、反射型のフォトインタラプタであり、それぞれ、発光素子２４と受
光素子２６とが一対となった構成を有する。すなわち、各光センサ２２は、発光素子２４
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と、受光素子２６と、を有する。
【００３３】
　発光素子２４は、発光ダイオード（ＬＥＤ：Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄ
ｅ）を用いて形成されており、赤外線を発光する。
　受光素子２６は、フォトトランジスタを用いて形成されており、赤外線を受光する受光
素子である。
　また、受光素子２６は、受光した赤外線の光強度を検出し、検出した光強度に応じた信
号を、相対位置信号として、情報記憶部１０と、比較部１２へ出力する。
【００３４】
　なお、発光素子２４が発光する赤外線は、被検知物が存在しない場合には、受光素子２
６に受光されないように設定されている。
　また、図２中に表すように、第一基板２０には、回路集積部２８が備えられている。
　回路集積部２８は、例えば、マイクロコンピューター（ｍｉｃｒｏｃｏｍｐｕｔｅｒ、
ｍｉｃｏｎ）を用いて形成する。
【００３５】
　また、説明のために図示を省略するが、回路集積部２８には、障害物判定装置１、すな
わち、情報記憶部１０と、比較部１２と、障害判定部１４と、が含まれている。
　また、図２中に表すように、コントローラ６には、一つの第二基板３０を介して、複数
の第一基板２０が接続されている。
　なお、第二基板３０の構成については、後述する。
　したがって、障害物判定装置１は、近接覚センサ２を備える基板と同じ基板である第一
基板２０に配置され、被検知物が動作体の動作に対する障害物となるか否かの判定結果を
、第一基板２０から動作体の動作を制御するコントローラ６へ出力する。
【００３６】
（第二基板３０の構成）
　図１及び図２を参照して、第二基板３０の構成を説明する。
　第二基板３０は、複数の第一基板２０がそれぞれ備える障害判定部１４から、判定結果
信号の入力を受ける。そして、第二基板３０は、入力を受けた複数の判定結果信号を集約
し、集約した判定結果信号を、コントローラ６へ出力する。
　また、第二基板３０は、コントローラ６が出力した作動状態信号を、各障害物判定装置
１へ出力する。
【００３７】
　したがって、コントローラ６は、複数の障害物判定装置１から、一つの第二基板３０を
介して、複数の判定結果信号の入力を受ける。
　また、複数の障害物判定装置１は、それぞれ、一つの第二基板３０を介して、作動状態
信号の入力を受ける。
【００３８】
（ロボット８の構成）
　図１及び図２を参照しつつ、図３を用いて、ロボット８の構成を説明する。
　図３中に表すように、ロボット８は、基部８０と、第一アーム部８２と、第二アーム部
８４と、エンドエフェクタ８６と、を備える。
　基部８０は、例えば、周方向に回転可能な円筒形の部材で形成されている。
【００３９】
　また、基部８０は、上面に第一アーム部８２が支持されている。
　第一アーム部８２は、角柱状に形成されている。
　第一アーム部８２の一方の端部側は、基部８０に支持されている。また、第一アーム部
８２の一方の端部側には、第一アーム部８２を揺動可能なモータ（図示せず）が内蔵され
ている。
【００４０】
　第二アーム部８４は、第一アーム部８２と同様、角柱状に形成されている。
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　第二アーム部８４の一方の端部側は、第一アーム部８２の他方の端部側と接続されてい
る。また、第一アーム部８２と第二アーム部８４との接続部には、第一アーム部８２の長
手方向に対して第二アーム部８４の長手方向を揺動可能なモータ（図示せず）が内蔵され
ている。
【００４１】
　また、第二アーム部８４の外面のうち、第二アーム部８４を揺動させた際に基部８０及
び第一アーム部８２と対向する部分（図３中では、下方を向く面）には、近接覚センサ２
が取り付けられている。なお、図３中では、説明のために、近接覚センサ２を誇張して図
示している。また、図３中では、説明のために、複数の近接覚センサ２のうち、一つの近
接覚センサ２のみを図示している。
【００４２】
　近接覚センサ２は、発光素子２４が赤外線を発光する方向と、受光素子２６が赤外線を
受光する方向が、第二アーム部８４を揺動させた際に基部８０及び第一アーム部８２と対
向するように、第二アーム部８４の外面に取り付けられている。
　エンドエフェクタ８６（末端効果器）は、ロボット８が対象物（ワーク）に直接働きか
けする機能を持つ装置であり、例えば、グリッパ、多指ハンド、溶接機、ねじ締め機等を
備えて形成されている。
【００４３】
　また、エンドエフェクタ８６は、第二アーム部８４の他方の端部側に接続されている。
また、第二アーム部８４とエンドエフェクタ８６との接続部には、第二アーム部８４に対
してエンドエフェクタ８６を揺動可能なモータ（図示せず）が内蔵されている。
　以上により、第二アーム部８４は、近接覚センサ２を取り付ける動作体を形成する。
　また、基部８０及び第一アーム部８２は、被検知物のうち、非障害物である。
【００４４】
（情報記憶部１０に１サイクル状態関係を記憶させておく処理）
　図１から図３を参照しつつ、図４から図６を用いて、情報記憶部１０に１サイクル状態
関係を記憶させておく処理（以降の説明では、「記憶処理」と記載する場合がある）を説
明する。
　記憶処理は、ロボット８を用いた通常の処理（実際の作業等）を行う前に、予め行って
おく処理である。
【００４５】
　また、記憶処理は、動作体が動作する領域内に障害物が存在していない状態、すなわち
、ロボット８が通常の処理を行う際に、ロボット８の動作に対して障害となる位置（領域
）に、障害物となる物体や人員が存在しない状態で行う。
　記憶処理では、コントローラ６から第二基板３０を介して入力を受けた作動状態信号が
含む情報と、同時に入力を受けた相対位置信号、現在地信号及び姿勢信号がそれぞれ含む
情報とを関連付けて、一つのグループとして記憶する。
【００４６】
　具体的には、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中に入力を受けた作動状
態信号が含む作動状態を、図４中に表すように、「０」から始まり「ｍ」で終わる符号で
分割する。さらに、分割した符号に対応する作動状態に対し、各光センサ２２が有する受
光素子２６から入力を受けた相対位置信号が含む相対位置を、光強度として適合させる。
これにより、記憶処理を行う。
【００４７】
　なお、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中に入力を受けた作動状態信号
が含む作動状態を分割する際には、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作の所
要時間を均等に分割してもよい。
　また、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中に入力を受けた作動状態信号
が含む作動状態を分割する際には、ロータリエンコーダで検出した各アームの角度（エン
コーダ値）が変化する範囲を、特定の角度で分割してもよい。
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【００４８】
　なお、図４中では、相対位置を示す光強度を、各光センサ２２Ａ～２２Ｍが出力した参
照出力（図中では、「センサの参照出力」と表す）として、作動状態を「０」から始まり
「ｍ」で終わる符号で分割した符号毎に適合させたテーブルを図示する。したがって、各
光センサ２２Ａ～２２Ｍが出力した参照出力は、光センサ２２の番号と、作動状態を分割
した符号とを対応させた値（例えば、光センサ２２Ａで検出した作動の開始位置であれば
、「Ｖ（Ａ，０）」と表す）となる。
【００４９】
　したがって、記憶処理で記憶する一つのグループには、ロボット８が通常の処理で行う
１サイクルの動作中に行う作動状態を分割した番号である「参照番号」と、「参照番号」
に対応する作動状態で各光センサ２２が出力した「参照出力」を含む。
　すなわち、記憶処理で記憶する一つのグループは、図４中に表すテーブルで、横一列に
表したパラメータ（例えば、「参照番号＝０、センサ２２Ａの参照出力＝Ｖ（Ａ，０）セ
ンサ２２Ｎの参照出力＝Ｖ（Ｎ，０）」）を含む。
【００５０】
　以下、相対位置を示す光強度の変化について説明する。
　１サイクル中に行う動作では、ロボット８の作動状態が、図３中に表す状態から、例え
ば、図５中に表す状態へ変化する。
　ロボット８の作動状態が、図３中に表す状態から図５中に表す状態へ変化すると、第二
アーム部８４の近接覚センサ２を取り付けた部分は、基部８０及び第一アーム部８２に近
づく。
【００５１】
　また、１サイクル中に行う動作では、ロボット８の作動状態が、図５中に表す状態から
、例えば、図３中に表す状態へ変化する。
　ロボット８の作動状態が、図５中に表す状態から図３中に表す状態へ変化すると、第二
アーム部８４の近接覚センサ２を取り付けた部分は、基部８０及び第一アーム部８２から
離れる。
【００５２】
　このように、ロボット８の作動状態が変化すると、基部８０や第一アーム部８２等、近
接覚センサ２を取り付けた部品以外のロボット８を構成する部品と、近接覚センサ２との
距離が変化する。すなわち、ロボット８の作動状態が変化すると、近接覚センサ２の位置
が変化する。
　近接覚センサ２の位置が変化すると、発光素子２４が発光して非障害物である基部８０
や第一アーム部８２で反射された赤外線は、受光素子２６で受光される。このとき、近接
覚センサ２の位置の変化に応じて、受光素子２６が受光した赤外線の光強度が変化する。
このため、相対位置を示す光強度が変化する。
【００５３】
　したがって、近接覚センサ２が、基部８０及び第一アーム部８２から離れると、例えば
、図６中に表すように、相対位置を示す光強度が、近接覚センサ２が基部８０及び第一ア
ーム部８２から離れるほど低下する。
　なお、図６中では、横軸に、各光センサ２２が備える受光素子２６の位置（図中では、
「受光素子の位置」と記載する）を、「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す。
【００５４】
　ここで、「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す受光素子２６の位置は、複数の光センサ２２であ
る光センサ２２Ａ～光センサ２２Ｎ（図２参照）のうち、七個の光センサ２２Ａ～光セン
サ２２Ｇが備える受光素子２６の位置に対応する。
　また、図６中では、縦軸に、位置を「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す各受光素子２６が受光
した赤外線の光強度（図中では、「センサ出力」と記載する）を表す。
【００５５】
　ここで、図６中に表すセンサ出力は、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作
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中において、図４中に表す参照番号のうち特定の参照番号に対応する、七個の光センサ２
２Ａ～光センサ２２Ｇが備える受光素子２６が受光した赤外線の光強度である。
　すなわち、例えば、参照番号「２」に対応する、「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す各受光素
子２６が受光した赤外線の光強度は、以下に表す値となる。なお、「Ｘ３」から「Ｘ６」
と表す各受光素子２６が受光した赤外線の光強度については、説明を省略する。
【００５６】
　Ｘ１＝Ｖ（Ａ，２）：ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中に行う作動状
態のうち、参照番号「２」に対応する作動状態において、光センサ２２Ａが備える受光素
子２６が受光した赤外線の光強度。
　Ｘ２＝Ｖ（Ｂ，２）：ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中に行う作動状
態のうち、参照番号「２」に対応する作動状態において、光センサ２２Ｂが備える受光素
子２６が受光した赤外線の光強度。
　Ｘ７＝Ｖ（Ｇ，２）：ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中に行う作動状
態のうち、参照番号「２」に対応する作動状態において、光センサ２２Ｇが備える受光素
子２６が受光した赤外線の光強度。
【００５７】
（動作）
　図１から図６を参照しつつ、図７及び図８を用いて、第一実施形態の動作を説明する。
　ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中において、図７中に表すように、基
部８０及び第一アーム部８２と第二アーム部８４との間に障害物ＯＢが存在する場合、発
光素子２４が発光した赤外線は、障害物ＯＢで反射される。
　障害物ＯＢで反射された赤外線が、受光素子２６によって受光される状況では、１サイ
クルの動作中のうち、例えば、図８中に表すように、相対位置を示す光強度が、障害物Ｏ
Ｂが存在しない状態（図６参照）よりも増加する。
【００５８】
　具体的には、図８中にＸ３からＸ７で表す位置に配置した各受光素子２６が受光した赤
外線の光強度が、障害物ＯＢが存在することにより、図６中にＸ３からＸ７で表す位置に
配置した各受光素子２６が受光した赤外線の光強度よりも増加する。
　なお、図８中では、図６中と同様、横軸に、各光センサ２２が備える受光素子２６の位
置（図中では、「受光素子の位置」と記載する）を、「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す。また
、図８中では、図６中と同様、縦軸に、位置を「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す各受光素子２
６が受光した赤外線の光強度（図中では、「センサ出力」と記載する）を表す。
【００５９】
　また、図８中には、図６中に「Ｘ３」から「Ｘ７」と表す各受光素子２６が受光した赤
外線の光強度を、破線で表す。
　また、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中には、比較部１２が、同じ動
作体状態に対し、同時に検出した相対位置と、情報記憶部１０が記憶している同時に検出
された相対位置と、を比較する。
【００６０】
　ここで、動作体状態は、特定の参照番号に対応する。また、相対位置は、図６及び図８
中に位置を「Ｘ１」から「Ｘ７」と表す各受光素子２６が受光した赤外線の光強度（セン
サ出力）の値に対応する。
　したがって、同じ動作体状態に対し、同時に検出した相対位置は、図８中に表す「セン
サ出力」の値となる。これに加え、同じ動作体状態に対し、情報記憶部１０が記憶してい
る同時に検出された相対位置は、図６中に表す「センサ出力」の値となる。
【００６１】
　さらに、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中には、比較部１２が、二つ
の相対位置（図６中に表す「センサ出力」の値と、図８中に表す「センサ出力」の値）の
乖離度合いを演算する。
　二つの相対位置の乖離度合いの最大値は、図８中に符号「Ｄ」で表すように、同じ位置
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「Ｘ５」に配置した受光素子２６が受光した赤外線の光強度に対して、同時に検出した相
対位置と情報記憶部１０が記憶している同時に検出された相対位置との乖離度合いとなる
。
【００６２】
　また、ロボット８が通常の処理で行う１サイクルの動作中には、障害判定部１４が、比
較部１２が比較した二つの相対位置の乖離度合いの最大値Ｄが、判定閾値以上であるか否
かを判定する。
　第一実施形態では、判定閾値が、図８中に表す最大値Ｄよりも小さい場合について説明
する。
【００６３】
　したがって、図７中に表すように、基部８０及び第一アーム部８２と第二アーム部８４
との間に障害物ＯＢが存在し、比較部１２が比較した二つの相対位置の乖離度合いの最大
値Ｄが判定閾値以上である場合、障害判定部１４は、被検知物が障害物となると判定する
。
　障害判定部１４が、被検知物が障害物となると判定すると、判定結果信号の入力を受け
たコントローラ６は、ロボット８の動作を停止させる制御を行う。すなわち、動作体であ
る第二アーム部８４へ相対的に接近する被検知物が、第二アーム部８４にとって動作の障
害となる物体や生物であるか否かを判定することが可能となる。
【００６４】
　このため、被検知物が障害物ＯＢである状態でロボット８の動作を継続させることで、
基部８０及び第一アーム部８２や第二アーム部８４が損傷することや、ロボット８が行う
処理が障害物ＯＢによって阻害されること等を、防止することが可能となる。
　また、被検知物が障害物ではない状態でロボット８の動作を停止させることで、ロボッ
ト８が行う処理の効率が低下すること等を、防止することが可能となる。
　なお、上述した第一実施形態は、本発明の一例であり、本発明は、上述した第一実施形
態に限定されることはなく、この実施形態以外の形態であっても、本発明に係る技術的思
想を逸脱しない範囲であれば、設計等に応じて種々の変更が可能である。
【００６５】
（第一実施形態の効果）
　第一実施形態の障害物判定装置１であれば、以下に記載する効果を奏することが可能と
なる。
（１）情報記憶部１０が、動作体が動作する領域内に動作体の動作に対する障害物が存在
していない状態で、被検知物と近接覚センサ２との相対位置と共に動作体状態を記憶する
。
　さらに、比較部１２が、情報記憶部１０が記憶している動作体状態と同じ動作体状態と
同時に検出した相対位置と、情報記憶部１０が記憶している動作体状態と共に記憶した相
対位置とを比較する。
【００６６】
　このため、動作体の同じ動作体状態に対し、動作体が動作する領域内に障害物が存在し
ていない状態で記憶した相対位置と、障害物が存在しているか否かに関わらずに検出した
相対位置とを比較し、被検知物が障害物となるか否かを判定することが可能となる。
　その結果、同じ動作体状態に対し、既に記憶している相対位置と現在の相対位置との差
に応じて、動作体へ相対的に接近する被検知物が、動作体にとって動作の障害となる障害
物（物体や生物）であるか否かを判定することが可能となる。
【００６７】
　これにより、被検知物が障害物ＯＢである状態でロボット８の動作を継続させることで
、基部８０及び第一アーム部８２や第二アーム部８４が損傷することや、ロボット８が行
う処理が障害物ＯＢによって阻害されること等を、防止することが可能となる。
　これに加え、被検知物が障害物ではない状態でロボット８の動作を停止させることで、
ロボット８が行う処理の効率が低下すること等を、防止することが可能となる。
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【００６８】
（２）障害判定部１４が、比較部１２が比較した二つの相対位置の差が、予め設定した判
定閾値以上である場合、被検知物が動作体の動作に対する障害物となると判定する。
　その結果、動作体の動作状態や構造等に応じて予め設定した判定閾値と、比較部１２が
比較した二つの相対位置の差とに応じて、被検知物が動作体の動作に対する障害物となる
か否かを判定することが可能となる。
【００６９】
（３）動作体を、固定された位置で姿勢を変化可能なマニピュレータ（第二アーム部８４
）とし、動作体状態を、動作体（第二アーム部８４）の姿勢とする。
　その結果、ロボット８に対し、第二アーム部８４へ相対的に接近する被検知物が、第二
アーム部８４にとって動作の障害となる障害物であるか否かを判定することが可能となる
。
【００７０】
（４）動作体が行う予め設定した動作を、マニピュレータ（第二アーム部８４）が姿勢を
変化させて行う１サイクルの動作とする。
　これに加え、情報記憶部１０が、第二アーム部８４が姿勢を変化させて行う１サイクル
の動作において、相対位置と共に動作体状態を記憶する。
　その結果、ロボット８に対し、１サイクルの動作中において、第二アーム部８４へ相対
的に接近する被検知物が、第二アーム部８４にとって動作の障害となる障害物であるか否
かを判定することが可能となる。
【００７１】
（５）障害物判定装置１が、近接覚センサ２を備える基板と同じ基板である第一基板２０
に配置され、被検知物が動作体（第二アーム部８４）の動作に対する障害物となるか否か
の判定結果を、第一基板２０からコントローラ６へ出力する。
　このため、第一基板２０において、相対位置及び動作体状態の記憶と、二つの相対位置
の比較と、被検知物が動作体（第二アーム部８４）の動作に対する障害物となるか否かの
判定を行うことが可能となる。
【００７２】
　その結果、第一基板２０以外の構成で相対位置及び動作体状態の記憶を行う構成と比較
して、第一基板２０からコントローラ６へ出力するデータの量を低減させることが可能と
なる。
　これにより、第一基板２０及びコントローラ６の通信機能を単純化することが可能とな
り、障害物判定装置１と、コントローラ６と、ロボット８を有するシステム全体として、
コストを低減させることが可能となる。
【００７３】
（第一実施形態の変形例）
（１）第一実施形態では、図２中に表すように、障害物判定装置１を含む回路集積部２８
が、第一基板２０に備えられている構成としたが、これに限定するものではない。
　すなわち、例えば、図９中に表すように、障害物判定装置１を含む回路集積部２８が、
第二基板３０に備えられている構成としてもよい。
【００７４】
　この場合、障害物判定装置１の構成を、動作体に取り付けられている複数の近接覚セン
サ２をそれぞれ備える複数の基板（第一基板２０）とは別個の一つの基板（第二基板３０
）に配置されている構成とする。これに加え、障害物判定装置１の構成を、被検知物が障
害物となるか否かの判定結果を、第二基板３０から動作体の動作を制御するコントローラ
６へ出力する構成とする。
【００７５】
　また、図９中に表す構成では、各第一基板２０から第二基板３０へは、近接覚センサ２
が出力した相対位置信号、すなわち、近接覚センサ２による測定データが出力される。ま
た、図９中に表す構成では、第二基板３０から各第一基板２０へは、近接覚センサ２への
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測定指令（相対位置を検出する指令）が出力される。
　この構成であれば、回路集積部２８が複数の第一基板２０にそれぞれ備えられている構
成と比較して、回路集積部２８の数を減らすことが可能となる。
【００７６】
　これにより、第一基板２０単体では、コストを低減させることが可能となり、複数の第
一基板２０と、一つの第二基板３０と、コントローラ６及びロボット８を有するシステム
に対し、コストを低減させることが可能となる。
　上述した効果は、例えば、ＲＡＭ等、データの記憶や消去が可能な構成を用いて形成す
る情報記憶部１０を内蔵するマイクロコンピューターが、種類が少なく高価であることに
起因して奏するものである。
【００７７】
（２）第一実施形態では、障害判定部１４が、比較部１２が比較した二つの相対位置の差
が、予め設定した判定閾値以上である場合、被検知物が動作体の動作に対する障害物とな
ると判定する構成としたが、これに限定するものではない。
　すなわち、例えば、障害判定部１４が、比較部１２が比較した二つの相対位置の差が「
０」以上、すなわち、比較部１２が比較した二つの相対位置に差が発生している場合、被
検知物が動作体の動作に対する障害物となると判定する構成としてもよい。
【００７８】
（３）第一実施形態では、図２中に表すように、障害物判定装置１を含む回路集積部２８
が、第一基板２０に備えられている構成としたが、これに限定するものではない。
　すなわち、第一基板２０に回路集積部２８が備えられておらず、障害物判定装置１（情
報記憶部１０、比較部１２、障害判定部１４）が第一基板２０に備えられている構成とし
てもよい。
【００７９】
（４）第一実施形態では、図２中に表すように、コントローラ６が、複数の障害物判定装
置１から、一つの第二基板３０を介して、複数の判定結果信号の入力を受ける構成とした
が、これに限定するものではない。
　すなわち、コントローラ６が、一つの障害物判定装置１から、一つの第二基板３０を介
して、複数の判定結果信号の入力を受ける構成としてもよい。
【００８０】
（第二実施形態）
　以下、本発明の第二実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
　第二実施形態では、予め設定した動作を行う動作体を、位置及び姿勢を変化可能な移動
体とする。
　また、第二実施形態では、移動体を、無人搬送車（ＡＧＶ：Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｇｕ
ｉｄｅｄ　Ｖｅｈｉｃｌｅ）とする。
　また、第二実施形態では、動作体が行う、予め設定した動作は、移動体が位置及び姿勢
を変化させて行う１サイクルの移動である。
【００８１】
（構成）
　まず、図１から図９を参照しつつ、図１０を用いて、第二実施形態の構成を説明する。
なお、図中及び以降の説明では、上述した第一実施形態と同様の構成について、同一の符
合を付して示す。また、以降の説明では、上述した第一実施形態と同様の構成については
、説明を省略する場合がある。
【００８２】
（障害物判定装置１の構成）
　障害物判定装置１の構成は、近接覚センサ２と動作体状態検出部４から、情報信号の入
力を受ける（図１参照）。
　近接覚センサ２は、図１０中に表すように、動作体である無人搬送車Ｖに取り付けられ
ている。
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【００８３】
　無人搬送車Ｖは、コントローラ６による制御によって、無人走行する搬送用台車であり
、予め設定した移動経路上を走行する。なお、図１０中には、無人搬送車Ｖと、無人搬送
車Ｖが移動する通路Ｐの一部を、俯瞰で表す。また、図１０中には、無人搬送車Ｖの移動
経路の一部を、矢印Ｒで表す。
　なお、無人搬送車Ｖが移動する通路Ｐの壁面には、図１０中に表すように、無人搬送車
Ｖの移動経路Ｒ側へ突出した突出部Ｔ（柱等）が設置されている。
　以上により、無人搬送車Ｖは、近接覚センサ２を取り付ける動作体を形成する。
【００８４】
　また、無人搬送車Ｖが移動する通路Ｐの壁面と、突出部Ｔは、被検知物のうち、非障害
物である。
　また、無人搬送車Ｖには、複数の近接覚センサ２が取り付けられている。
　各近接覚センサ２は、発光素子２４が発光した赤外線を受光素子２６が受光可能な領域
が、平面視で、無人搬送車Ｖの周囲を取り囲むように、無人搬送車Ｖの周囲に取り付けら
れている。
　なお、図１０中では、発光素子２４が発光した赤外線を受光素子２６が受光可能な領域
を、符号Ｓで表している。
【００８５】
　動作体状態検出部４は、動作体である無人搬送車Ｖに取り付けられている。
　なお、第二実施形態では、動作体を、位置及び姿勢を変化可能な無人搬送車Ｖとしてい
るため、上述した第一実施形態と異なり、動作体状態検出部４が検出する動作体状態を、
無人搬送車Ｖの現在の位置及び姿勢とする。
　また、第二実施形態では、動作体状態検出部４が備える自己位置検出部１６を、例えば
、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）等、動作体に対し、
現在の位置（座標等）を検出可能な構成を用いて形成する。
【００８６】
　これに加え、第二実施形態では、動作体状態検出部４が備える自己位置検出部１６を、
例えば、無人搬送車Ｖが備える車輪の回転量（単位時間当たりの回転数）を検出可能なセ
ンサを用いて形成する。この場合、車輪の回転量に応じた無人搬送車Ｖの走行距離から、
無人搬送車Ｖの自己位置を検出する。
　また、第二実施形態では、動作体を、位置及び姿勢を変化可能な無人搬送車Ｖとしてい
るため、上述した第一実施形態と異なり、情報記憶部１０の構成を、無人搬送車Ｖの１サ
イクルの移動において、相対位置と共に動作体状態を記憶する構成とする。
【００８７】
　コントローラ６（図１及び図２参照）は、無人搬送車Ｖを制御する装置である。
　また、コントローラ６は、障害判定部１４から入力を受けた判定結果信号が、被検知物
が無人搬送車Ｖの移動に対する障害物とはならないと判定した結果を含む場合、無人搬送
車Ｖの移動を継続させる制御を行う。
　一方、コントローラ６は、障害判定部１４から入力を受けた判定結果信号が、被検知物
が無人搬送車Ｖの移動に対する障害物となると判定した結果を含む場合、無人搬送車Ｖの
移動を停止させる制御を行う。
【００８８】
（情報記憶部１０に１サイクル状態関係を記憶させておく処理）
　図１から図１０を参照して、記憶処理を説明する。
　記憶処理は、無人搬送車Ｖの通常の移動を行う前に、予め行っておく処理である。
　また、記憶処理は、無人搬送車Ｖの移動経路上に障害物が存在していない状態、すなわ
ち、無人搬送車Ｖの通常の移動を行う際に、無人搬送車Ｖの動作に対して障害となる位置
（領域）に、障害物となる物体や人員が存在しない状態で行う。
【００８９】
　無人搬送車Ｖの位置及び姿勢が変化すると、無人搬送車Ｖが移動する通路Ｐの壁面と、
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突出部Ｔと、近接覚センサ２との距離が変化し、発光素子２４が発光して非障害物である
壁面や突出部Ｔで反射された赤外線は、受光素子２６で受光される。このとき、近接覚セ
ンサ２の位置の変化に応じて、受光素子２６が受光した赤外線の光強度が変化する。この
ため、相対位置を示す光強度が変化する。
【００９０】
　第二実施形態では、無人搬送車Ｖの通常の移動を行う１サイクルにおいて、無人搬送車
Ｖの移動を開始する地点から移動を終了する地点までの動作中に入力を受けた作動状態信
号が含む作動状態を分割する。さらに、分割した符号に対応する作動状態に対し、各光セ
ンサ２２が有する受光素子２６から入力を受けた相対位置信号が含む相対位置を、光強度
として適合させる。これにより、記憶処理を行う（図４参照）。
【００９１】
（動作）
　図１から図１０を参照して、第二実施形態の動作を説明する。
　無人搬送車Ｖが通常の移動で行う１サイクルの動作中において、無人搬送車Ｖの移動経
路上に障害物が存在する場合、発光素子２４が発光した赤外線は、障害物で反射される。
　障害物で反射された赤外線が、受光素子２６によって受光される状況では、１サイクル
の動作中のうち、相対位置を示す光強度が、障害物が存在しない状態よりも増加する（図
６及び図８参照）。
【００９２】
　また、無人搬送車Ｖが通常の移動で行う１サイクルの動作中には、比較部１２が、同じ
動作体状態に対し、同時に検出した相対位置と、情報記憶部１０が記憶している同時に検
出された相対位置と、を比較する。
　さらに、無人搬送車Ｖが通常の移動で行う１サイクルの動作中には、比較部１２が、二
つの相対位置の乖離度合いを演算する（図６及び図８参照）。
【００９３】
　また、無人搬送車Ｖが通常の移動で行う１サイクルの動作中には、障害判定部１４が、
比較部１２が比較した二つの相対位置の乖離度合いが、判定閾値以上であるか否かを判定
する。
　なお、判定閾値は、例えば、無人搬送車Ｖを走行させる速度や、無人搬送車Ｖの大きさ
、無人搬送車Ｖが移動する通路Ｐの幅等に応じて、適宜設定する（図６及び図８参照）。
【００９４】
　障害判定部１４が、被検知物が障害物となると判定すると、判定結果信号の入力を受け
たコントローラ６は、無人搬送車Ｖの動作（走行）を停止させる制御を行う。すなわち、
動作体である無人搬送車Ｖへ相対的に接近する被検知物が、無人搬送車Ｖにとって動作の
障害となる物体や生物であるか否かを判定することが可能となる。
　具体的には、比較部１２が比較した二つの相対位置の差が、予め設定した閾値である判
定閾値（例えば、５０［ｍｍ］）以上である場合、被検知物が無人搬送車Ｖの移動に対す
る障害物となると判定する。
【００９５】
　すなわち、例えば、比較部１２が比較した二つの相対位置と被検知物とのそれぞれの距
離の差が５０［ｍｍ］未満である場合は、被検知物が無人搬送車Ｖの移動に対する障害物
とはならないと判定する。これに加え、被検知物が存在することにより、比較部１２が比
較した二つの相対位置と被検知物とのそれぞれの距離の差が５０［ｍｍ］以上となってい
る場合は、被検知物が大きいため、被検知物が無人搬送車Ｖの移動に対する障害物となる
と判定する。
【００９６】
　このため、被検知物が障害物である状態で無人搬送車Ｖの走行を継続させることで、無
人搬送車Ｖが損傷することや、無人搬送車Ｖが行う処理が障害物によって阻害されること
等を、防止することが可能となる。
　また、被検知物が障害物ではない状態で無人搬送車Ｖの走行を停止させることで、無人
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搬送車Ｖが行う処理の効率が低下すること等を、防止することが可能となる。
　なお、上述した第二実施形態は、本発明の一例であり、本発明は、上述した第二実施形
態に限定されることはなく、この実施形態以外の形態であっても、本発明に係る技術的思
想を逸脱しない範囲であれば、設計等に応じて種々の変更が可能である。
【００９７】
（第二実施形態の効果）
　第二実施形態の障害物判定装置１であれば、第一実施形態の障害物判定装置１が奏する
効果に加え、さらに、以下に記載する効果を奏することが可能となる。
（１）動作体を、位置及び姿勢を変化可能な移動体（無人搬送車Ｖ）とし、動作体状態を
、移動体（無人搬送車Ｖ）の位置及び姿勢とする。
【００９８】
　その結果、無人搬送車Ｖに対し、無人搬送車Ｖへ相対的に接近する被検知物が、無人搬
送車Ｖにとって動作の障害となる障害物であるか否かを判定することが可能となる。
　これにより、被検知物が障害物である状態で無人搬送車Ｖの走行を継続させることで、
無人搬送車Ｖが損傷することや、無人搬送車Ｖが行う処理が障害物によって阻害されるこ
と等を、防止することが可能となる。
　これに加え、被検知物が障害物ではない状態で無人搬送車Ｖの走行を停止させることで
、無人搬送車Ｖが行う処理の効率が低下すること等を、防止することが可能となる。
【００９９】
（２）動作体が行う予め設定した動作を、移動体（無人搬送車Ｖ）が位置及び姿勢を変化
させて行う１サイクルの移動とする。
　これに加え、情報記憶部１０が、無人搬送車Ｖが位置及び姿勢を変化させて行う１サイ
クルの動作において、相対位置と共に動作体状態を記憶する。
　その結果、無人搬送車Ｖに対し、１サイクルの動作中において、無人搬送車Ｖへ相対的
に接近する被検知物が、無人搬送車Ｖにとって動作の障害となる障害物であるか否かを判
定することが可能となる。
【０１００】
（第一及び第二実施形態に共通の変形例）
（１）第一第二実施形態では、障害物判定装置１をロボット８に適用し、第二実施形態で
は、障害物判定装置１を無人搬送車Ｖに適用したが、これに限定するものではない。
　すなわち、障害物判定装置１を、例えば、腕や脚に近接覚センサ２を取り付け、被検知
物を回避する歩行ロボットに適用してもよい。また、障害物判定装置１を、例えば、台車
、ショッピングカート及びスーツケース等に近接覚センサ２を取り付け、相対的に近接す
る被検知物に対して警告を行う構成に適用してもよい。
【符号の説明】
【０１０１】
　１…障害物判定装置、２…近接覚センサ、４…動作体状態検出部、６…コントローラ、
８…ロボット、１０…情報記憶部、１２…比較部、１４…障害判定部、１６…自己位置検
出部、１８…姿勢検出部、２０…第一基板、２２…光センサ、２４…発光素子、２６…受
光素子、２８…回路集積部、３０…第二基板、８０…基部、８２…第一アーム部、８４…
第二アーム部、８６…エンドエフェクタ、ＯＢ…障害物、Ｖ…無人搬送車、Ｐ…通路、Ｒ
…無人搬送車Ｖの移動経路、Ｔ…突出部、Ｓ…発光素子２４が発光した赤外線を受光素子
２６が受光可能な領域
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